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 私たちは、不登校・ひきこもりの当事者・経験者、登校拒否・不登校を考える全国各地の親の

会、子どもの居場所（フリースペース）の運営経験者などで構成するネットワークです。 
このたび、「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案」（通称「多

様な教育機会確保法案」）が、国会に上程されようとしています。しかし私たちは、当事者とし

ての経験、また親の会の経験から、この法案に強い危機感を抱いています。 
この法案は、不登校になって家庭を唯一の居場所にする子どもとその保護者に対して、教育委

員会が直接介入し、学習計画の作成とそれに従った「学習活動」を求め、家庭を学校化する危険

性のある法案です。不登校の子と親に、今よりもさらに大きな圧力がかかることが強く懸念され

るため、私たちはこれに反対します。反対のおもな理由は以下のとおりです。 

1. この法案では、私たちが「子どもの最善の利益」と考える以下の２点が保障されていません。	
 
 -1．子どもが自分の意思で、家などの安心できる環境でゆっくり休むことを保障すること。 
いじめや、体罰をふくむ不適切な指導などによって傷つき、学校での居場所を奪われた子どもた

ちが、不登校をし、心の傷をいやし、失ったエネルギーを回復しているのです。子どもは「自分

の意思で、安心して学校を休む権利」「学校に戻るか否かを自分で決める権利」を必要としていま

す。これらの権利は下記３.のとおり「子どもの権利条約」でも認められています。 
 -2．何をどのように学び、育っていくかは、子ども自身が決めること。 
子どもには憲法で教育を受ける権利が保障され、何をどのように学び、育つかを自分で選び、

決める権利があり、大人はそれをサポートする義務があります。大人が一方的に「教育」「学び」

の内容を定め、子どもにおしつけることは、学校教育の場で傷つきトラウマを負った子どもに

は不適切な場合があります。	
 

2.	
 現行法下では、出席日数の如何にかかわらず不登校は欠席の「正当な事由」とされ、卒業が
できます。法案は不登校の子ども及び保護者の権利の後退につながります。これについて、	
 

	
 ○教育行政学者の結城は「親の教育権は自然権的基本権として憲法上の保障を得ているとす

るのが、今日の憲法学の通説である」と述べています。 
  ○千葉大の羽間他の研究でも、学校教育法第１７条の就学義務について、不登校は学校教育

法施行令第２０条の「正当な事由」に該当することが複数の学説から証明されています。 
3. 法案は第 1条で子どもの権利条約の趣旨にのっとることを謳っていますが、この法案は子ど
もが権利の主体となっておらず、その趣旨が生かされていません。また保護者も、教育委員

会の認定や勧告、認定取り消しなどに従う形となっています。 
	
 	
 子どもの権利条約には、生存及び発達の権利の確保（2条）、保護者の指導の権利の尊重（5
条）、差別の禁止（2 条）、子どもの自己に関する事項への意見表明権（12 条）、教育を受け
る機会の平等（28条）、休息の権利（31条）などが明記されていますが、法案にはこれらの
趣旨が見受けられません。 

4．「個別学習計画」などにより、公教育のなかでの教育機会の均等（すべての子どもが同じ場



で、同じ教育を受ける権利）がそこなわれ、不登校の子どもの分離、差別、学歴や教育内容

の格差につながります。	
 

5. 家庭での「個別学習計画」の実施は、家庭の学校化につながります。学校でのいじめや体罰、
懲罰的な指導などに心身ともに傷ついた子どもは、学校から避難し、家を居場所にして心身

の休養・回復をはかっています。法案は子どもの生きる権利を侵害するものであり、親と子

の対立を生み、子どもを精神的に追いつめ、自傷他害等につながる大きな危険性があります。	
 

6．何が多様な教育機会であり、誰がそのサービスをするのかの記載がなく、営利目的の企業
が参入する恐れがあります。公教育の場などに市場原理がもちこまれ、子どもや保護者がそ

れに翻弄され苦しめられる恐れがあります。	
 

7．そもそも、すべての子どもが自由に選択できるオルタナティブ法としてのフリースクール
法が求められていたはずですが、この法案は学校教育法の特例法となっており、対象が不登

校などの一部の子どもに限られていることは、オルタナティブ教育の趣旨からずれています。	
 

8．約 12万人いるといわれる不登校の小中学生のうち、フリースクールなど 474の民間施設に
在籍する子どもは約 4200人、つまり僅か 3. 5％です（2015年文科省調査）。さらに別の調査
（2015年 9月 5日朝日新聞報道）では、フリースクールなど 211校のうちこの法案に賛成する
のは約 4割に過ぎず、それをもって「当事者の賛成を得た」とすることは納得できません。 

	
 	
 また、法案の作成過程では当事者サイドのヒアリングが「フリースクール全国ネットワーク」

を中心に行われているようですが、他の全国各地の団体・個人の意見はほとんど反映されて

いません。不登校の多くの子どもたちは家庭で過ごしていると考えられますが、その当事

者・保護者の意見は反映されないまま、まさにその子どもたちが対象となる法案が策定され

るのは大きな問題です。 
	
 	
 不登校に関する施策の策定にあたっては、拙速を避け、時間をかけて、不登校をして家庭

にいる当事者や不登校の経験者、保護者、および当ネットワークなどの不登校にかかわる全

国各地の団体・個人の多様な意見をじゅうぶんに聴いてください。 
9．フリースクールへ通う子どもがいる世帯への経済支援が今年度の補正予算に計上されまし
た。また地方自治体の条例・要綱でフリースクールに経済支援がなされている事例も多くあ

ります。現行法下でフリースクールが認められ、経済支援が可能なのですから、現在検討さ

れている法案を実現する必要はないと考えます。 

そもそも、1990年代から文科省が不登校の子どもの「心の居場所」を学校につくるという方
針で早期の学校復帰対策を始めてから、不登校の子どもが増えつづけ、今も高止まりがつづい

ています。 
子どもたちは学校を休めないことに苦しみ、教育行政は学校を休むことを問題にしています。

つまり子どもたちのニーズと教育行政の方向性がまったく一致していません。不登校対策は、

子どもの権利条約をふまえて再検討するべき段階にきています。	
 

不登校の当事者、経験者、保護者である私たちは、子どもを権利の主体にして発想されない

新しい法律は必要としていません。	
 

以上の理由から、下記を要望します。 

記 

１．「多様な教育機会確保法案」を白紙に戻す、もしくは夜間中学のみの法案とすること。 
２．上記 1．の審議にあたっては、不登校をして家庭にいる当事者や不登校の経験者、保護者、
および当ネットワークなどの不登校にかかわる団体・個人の多様な意見をじゅうぶんに聴取

する場を設け、審議に反映させること。 
以上	
 


